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１．はじめに 

大腿骨近位部骨折は、骨粗鬆症を背景に、転倒など軽微な外傷で生じる骨折で、70 歳以

上になると急激に発生率が上昇する。寝たきりや日常生活動作の低下を生じ、生命予後も悪

化することが知られており、早期手術の有用性が報告されている。しかしながら、医療体制

から、すべての病院で早期手術を行うことは困難である。診療報酬のインセンティブを付け

ることで、経営者側からもメリットがあり、人員の確保を行い、診療体制を整えることを目

的に、2022 年診療報酬改定にて「緊急整復固定加算および緊急挿入加算」と「二次性骨折

予防継続管理料」が新設された。 

 

２．背景 

当院が位置する広島県福山市沼隈町は、高齢化の進んだ地域（高齢化率 32.7％）である。

2021年度の当院での整形外科手術件数のうち、20.4％が大腿骨近位部骨折の患者であった。

当院では、以前より早期手術および二次性骨折予防に積極的に取り組んできた。今回、その

取り組みを評価（診療報酬）として受けられるように、医師事務作業補助者が主体になり検

討、組織横断的に働きかけを行った。 

 

３．新設診療報酬内容 

保険導入内容については、下記のとおりである。 

 

３-１.算定要件 

（1）「緊急整復固定加算および緊急挿入加算」（図１） 

大腿骨近位部骨折に対して、受傷から 48時間以内に整復固定を行った場合に骨折観血

的手術(K046)に緊急整復固定加算（4000点）が、受傷から 48時間以内に人工骨頭挿入術

（K081）を行った場合に緊急挿入加算（4000点）が算定できる。 

（2）「二次性骨折予防継続管理料」（図２） 

二次性骨折の予防を目的として、骨粗鬆症の計画的な評価および治療等を行った場合

に、当該入院中１回に限り、二次性骨折予防継続管理料１（1000点）を算定できる。ま

た、他の保険医療機関において管理料１を算定したものに対して、継続して骨粗鬆症の計
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画的な評価および治療等を行った場合に、二次性骨折予防継続管理料２（750点）を当該

入院中１回に限り算定できる。 

入院中の患者以外の患者であって、管理料 1を算定したものに対して、継続して骨粗鬆

症の計画的な評価および治療等を行った場合に、初回算定日の属する月から起算して１年

を限度として、月１回に限り管理料３（500点）を算定できる。 

 

 

図１ 「緊急整復固定加算および緊急挿入加算」 

令和４年度診療報酬改定の概要 医療技術 R4年 3月 4日版 11項抜 

 

 

図 2「二次性骨折予防継続管理料」 

令和４年度診療報酬改定の概要 個別改定事項Ⅴ R4年 3月 4日版 4項抜 
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３-２.算定の重要ポイント 

(1) 関係学会が示しているガイドラインを踏まえて、早期から適切な二次性骨折の予防

（骨粗鬆症）の評価を行い、必要な治療等を開始し、それが継続されていること。 

(2) 多職種連携と地域連携が実施されていること。 

 

４． 医師事務作業補助者による組織横断的なコーディネート 

算定要件、施設基準の確認、医師や各部署への聞き取りを行い、適切に評価（診療報

酬）を受けるための課題の抽出、提案を行い、調整を行った。 

(1) 骨粗鬆症の計画的な評価および治療時期の再検討 

(2) 速やかな術前評価を目的とした院内の内科受診基準を含めた多職種連携を目的とし

た「大腿骨近位部骨折患者に対する院内ガイドライン及びマニュアル」の作成 

(3) 関連学会との連携、レジストリ登録 

(4) 診療録への受傷日時の明確な記載 

(5) 加算の算定の代行オーダー 

(6) 職員向け勉強会の開催・段取り 

(7) 継続治療の勧奨（従来の継続）  

 

５.結果・考察 

医師をはじめとする医療専門職を支援する医師事務作業補助者だからこそ、医師と相談

しながら専門多職種間へ組織横断的に働きかけができ、院内のガイドラインおよびマニュ

アルの作成やチーム医療が円滑に進むように体制の調整を行い、算定要件を満す段取りを

組むことができたものと考える。結果、早期手術加算と二次性骨折予防継続管理料とあわせ

ると 1 症例 最大 11,000 点の増収となり、医師をはじめとする専門職の仕事を評価（診療

報酬）につなげることができた。 

 

６．結語 

医師事務作業補助者の業務として代行入力や診断書作成補助業務に焦点があたりがちだ

が、医師が関与しなければならない事務作業は多岐にわたる。医師事務作業補助者の役割と

して、あらゆる事務的業務支援に介入していくと同時に、医療の質・経営の質を考慮しなが

ら、チーム医療現場をマネージメントする「コーディネーター」的な役割を発揮し、患者と

働いている自分たちが互いに良い結果となるような環境づくりを行っていく姿が、今後の

医師事務作業補助者の 1 つの方向性ではないかと考える。 
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